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同等の耐力まで回復させる修復は，修復コストと緊急性

の観点から現実的ではない．このため，事後保全は事前

に定める耐力値まで修復する応急修復を実施するが，修

復レベルR1の決定は重要な意思決定問題となる．また，

予防保全は施設年齢Tごとに完全修復を実施し，新設時

と同等の耐力値まで修復を行う．このモデルを一定水準

修復モデルと呼び，修復レベルR1を保全計画上の意思決

定変数とする．次に，事後保全時に施設破壊直前の状態

に回復させ，予防保全を時間間隔Tごとに実施する現状

回復モデルを考察する．現状回復モデルでは，予防保全

年齢Tを保全計画上の意思決定変数とする．最後に，予

防保全年齢に到達する以前に事後保全回数が k回に達し

た場合，新設時と同等な状態まで回復させる現状回復回

数制限モデルについて考察を行う．このモデルにおける

保全計画上の意思決定変数を kとする．前述の保全シナ

リオのもと，経済的評価規範として総期待保全費用，お

よび単位期間あたりの総期待保全費用を導出し，各評価

規範のもと，最適修復レベルR1
*，最適予防保全年齢T *，

および最適事後保全回数k*について解析的に議論すると

ともに数値実験による考察を加える．

2.モデルの概要

各異常波浪によりもたらされる施設への負荷量は，独

立かつ同一な確率分布に従うものとする．施設破壊事象

はある程度の外力が必要と考えられ，破壊事象に無影響

な外力は考察の対象外とする．ここで，破壊事象に無影

響な負荷の大きさ，つまり負荷の最大値を最小負荷量 lm

と定義する．また，施設破壊は負荷が施設の耐力を超え

た場合に発生する．つぎに，施設破壊をもたらす外力の

負荷量を確率変数 Hとし，確率分布関数 Gを用い P{H ≤

x}≡ G (x)とする．消波施設に破壊，つまり lm以上の負荷

をもたらす異常波浪（以後，第1種波浪 ）襲来をパラメ
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1.はじめに

海岸保全施設の維持管理では，要求性能の維持のため

に保全実施の必要性がある．しかし，無計画な保全や突

発的な事後保全は総保全費用増大の要因となる．海岸構

造物の保全問題は，施設の設計フェーズにおいてライフ

サイクルコスト（LCC）を最小化する問題として考察さ

れている．鹿島ら（1988）は，供用期間中，被災により

補修の可能性がほとんどないように施設を設計するとい

う従来の設計法に対し，一時的にはある程度の損傷を許

容する考え方に基づいた設計法の実現性を考察した．ま

た，氏家ら（1991）は，鹿島らと同様な供用期間中にお

ける損傷を許容する立場のもと，消波ブロックの安定係

数や波高等の変動性を考慮した損傷確率を考慮した設計

法を提案した．国土交通省・農林水産省（2008）により

海岸保全施設の維持管理に対し，ライフサイクルマネジ

メント（LCM）と呼ばれる概念を導入したマニュアル

（案）が作成され，適時，適切な保全対策の必要性を訴

えている．

保全計画策定には，施設の物理・性能面の劣化過程を

把握し，施設破壊への信頼性評価が重要である．本稿で

は，異常波浪などによる外的負荷（以後外力），および

外力に抵抗する施設耐力の劣化に注目した信頼性評価に

基づき，事後・予防保全を考慮した消波施設保全計画問

題について考察する．また，消波施設とは消波護岸や離

岸堤を主な対象とする．施設破壊時において，新設時と
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ータλの定常ポアソン過程に従い発生すると仮定し，時刻
tまでに j回の第1種波浪が襲来する確率を次式とする．

………………………（1）

消波施設の新設時，異常波浪等によりもたらされる外力

に対しR0の耐力をもつ．消波施設の耐力は時間ととも

に衰え，施設の修復保全を実施しない限り回復すること

はない．耐力の衰えを非負かつ連続関数 {D (t), t ≥ 0}と

仮定する．つまり，新設時から t時間後の施設耐力は R0

-D (t)となる．施設耐力劣化，および第1種波浪襲来に伴

う施設破壊過程の概略図を図-1により示す．施設が新設

時から t単位期間後までに破壊されない確率を求める．

ここで，時刻 tまでに j回の第1種波浪襲来（ポアソン到

着）がある場合，時間間隔 [0, t]上に一様分布する j個の

事象で構成される順序統計量をもって第1種波浪到着時

間列と見なすことができる．時刻 tまでに j回の第1種波

浪襲来の条件のもと，施設が破壊されない条件付確率は

次式となる．

………（2）

全確率の法則より，時刻 tまでに施設が破壊されない確

率－Z1(t)は次式として求まる．

…（3）

上記定式化は，Van Noortwijkら（2007）を参照している．

3. 一定水準修復モデル

施設は，一定期間Tごとに大規模修復を受け，新設時

と同等な状態に回復する．大規模修復完了時は再生点と

呼ばれ，施設運用開始と同時に先と同じ過程のもと施設

劣化が進行する．一般に予防保全と呼ばれる保全形態と

なる．以後、一定期間Tごとの予防保全形態を予防保全

年齢Tと称する．次に，施設破壊が生じた場合，応急的

な修復により状態R1 (R0 > R1 > lm) へと回復させる．修復

に必要な期間は供用期間長に比し短いと考え，無視する

ものとする．大規模修復費用をcp，応急修復費用は修復

状態に依存すると仮定し cf (R1)とする．施設の新設時，

もしくは再生点から次の再生点までを再生期間と呼ぶ．

最後に，消波施設の供用期間をSPとする．本モデルに関

する概略図を図-2により示す．

供用期間SP中に実施される施設の予防保全回数は次式

として求められる．

……………………………………（4）

ここで，[ ] は演算結果の整数部のみを出力する記号であ

る．ただし，割り切れる場合は1を減算するものとする．

また，1再生期間における期待事後保全回数は次式とし

て求められる．

…………………………（5）

ここで，関数M (R1, t) は時刻 tまでの平均事後保全回数を

あらわす再生関数であり，次式として求められる．

………………………………（6）

関数ZR1
(j) (x) は分布関数ZR1(x) の j重畳み込みである．また，

関数ZR1(t) は，次式として与えられ，施設耐力がR1から

減少した場合の施設破壊分布関数となる．

……（7）

以上より，各再生期間における総期待保全費用は次式

として求められる．

…（8）

次に，最後の再生点（予防保全時点）から供用期間ま

での期待保全費用は次式として求められる．

………（9）

ここで，関数S (T) は最後の大規模修復時から供用期間終

了時までの期間長であり，次式で表わされる．

…（10）

以上より，供用期間における総期待保全費用は次式と

して求められる．

932 土木学会論文集B2（海岸工学），Vol. 66，No.1，2010

図-2 一定水準修復モデル図-1 しきい値モデル



………………（11）

（1）最適修復レベルR1
*について

総期待保全費用を最小にする最適修復レベルR1
*につい

て考察する．本稿では，供用期間SPが予防保全年齢Tで

割切れる場合における最適修復レベルR1
*について考え

る．式（11）は変数R1の連続関数であることから，R1
*が

0以上R0未満で存在するための必要条件は式（11）をR1

で偏微分し0と置くことにより次式として求まる．

…………………（12）

………………（13）

また，記号' はR1に関する偏微分を意味し，任意の連

続関数Q (R1) に対しQ' (R1) = ∂ Q (R1) / ∂ R1である．また，

十分条件については次式としてまとめられる．式（12）

左辺をβ1 (R1) とおいた場合，

………（14）

（2）数値実験

ここでは，最適修復レベルR1
*，最適予防保全年齢T *を

数値的に導出する．本数値実験における施設破壊に至る

基本設定として，オランダ北西部 Den Helderの海岸防波

堤のデータVan Noortwijkら（2007）を使用する．異常波

浪に対する施設耐力は，物理面と性能面の2つの意味合

いをもつ．物理的耐力は施設変形に代表され，性能的耐

力とは防波および消波性能を意味する．本数値実験では，

施設耐力変化を異常波浪による堤高変化にともなう性能

変化ととらえ，防波堤高をもって施設耐力と仮定する．

ここで，初期堤高R0=4.61m，t年後の堤高（耐力）の低

下を0.07t mとした．各パラメータ値は断りがないかぎり，

次のように設定する．施設破壊に無影響な負荷の最大値

である最小負荷量を lm=2.19 mとする．パレート分布の尺

度パラメータ β = 0 . 3 2 4 5，および形状パラメータ

ξ =0.05465とする．従来，50年確率波を前提とした施設

劣化過程による評価モデルが一般的であった．しかし，

本モデルにおける施設破壊は1機会により生じる外力に

よってのみ生じるのではなく，累積的な施設疲労にとも

なう施設耐力の低下を考慮し，中規模な外力であっても

施設状態によっては施設破壊が生じうる．したがって，

ポアソン過程の外力到着パラメータをλ= 0.5，つまり期

待値的に 2年に 1度程度第 1種波浪が襲来すると仮定す

る．また供用期間SP=100年とする．確率変数Hの分布G

は，以下の一般化パレート分布（Pickands III, 1975）とし

て与え，P{H ≤ x}≡ G (x)と記す．

…（15）

なお，次章以降の2モデルについても上記数値設定条件

を適用する．一定水準モデルにおける事後保全費用は，

修復レベルR1に依存する項，および緊急対応および社会

的損失を表すペナルティ項cdにより構成する．予防保全

費用cpを単位費用（cp=1）とし，事後保全費用を次式と

して定義する．

…………………………（16）

図-3，図-4は修復レベルに対する総期待保全費用を，3種

類の予防保全計画時間T =10,13,17（単位：年）のもとそ

れぞれ計算している．事後保全時のペナルティ費用を以

下に設定する．特急工事費用などの直接経費については

標準工事費と考える予防保全費用のおおよそ2倍から3

倍程度，社会基盤機能停止にともなう損失を先の直接費

用と同額の場合（ケース1）と，相対的比較対象として

ケース1の5倍の損失が生じる場合（ケース2）とする．

図-3をケース1，図-4をケース2とする．総期待保全費用

を最小とする最適修復レベルR1
*には▼印を図中に記す．

大まかな傾向としては，予防保全年齢の延長は最適修

復レベルR1
*の上昇を招くことがわかる．これは，予防年

齢の延長にともなう施設破壊リスクの増大を避けるた

め，応急修復レベルを引き上げることにより施設破壊リ

スクの低減を図っているものと考えられる．また，図-3

では予防保全年齢が短いほど総期待保全費用が高くなっ

ているが，図-4では一部逆転現象が生じている．これは，

施設のおかれる環境毎に適切な保全計画を立てる必要が

あることを示唆していると考えられる．図-5は予防保全

年齢に対する総期待保全費用について，事後保全時のペ

ナルティcd =12（先のケース2に相当）における修復レベ
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図-4 修復レベルに対する総期待保全費用（ケース2）

図-3 修復レベルに対する総期待保全費用（ケース1）



ルの違いごとにまとめた結果で，いわば最適予防保全時

間を記した図である．図-5では，事後保全レベルR1が初

期耐力値R0に近い場合，ほとんど差が出ない様子がわか

る．ケース2の場合，図-4および図-5より最適予防保全

年齢T *は13年，最適修復レベルR1
*は4.35m であること

がわかる．本ケースの場合，修復レベルは総期待保全費

用に対し大きな影響を与えていないが，予防保全年齢は

それに比し大きな影響力を持っている．つまり，施設管

理者は両保全方針R1
*, T *を決定後，13年ごとの予防保全

実施を厳守すべきであると考えられる．

4. 現状回復モデル

施設は，一定期間Tごとに大規模修復を受け，新設時

と同等な状態（初期耐力レベルR0）に回復する．ただし，

施設破壊が生じた場合，応急的な修復により施設破壊直

前の状況に修復するモデルである．破壊直前と同等な状

態に戻す修理形態は小修理と呼ばれ，信頼性工学におけ

る保全問題では広く知られ，理論考察はNakagawa・

Kowada（1983）により行われている．一定水準修復モデ

ルにおいては，供用期間を考慮した総期待保全費用を導

出し，最小化問題として議論をした．本モデルでは，供

用期間が十分に長く事前設定が適切ではない場合を想定

し，無限計画期間における単位期間あたりの総期待保全

費用を評価規範とする．本モデルに関する概略図を図-6

により示す．

はじめに，事後保全発生回数に関する確率を求める．

関数N2 (t) は，時刻 tまでに施設破壊が何回発生するかを

数え上げる計数過程である．本モデルでは，事後保全後

施設破壊が発生する直前と同状態まで修復を実施するこ

とから，供用開始，もしくは予防保全実施直後から t単

位期間経過までに j回事後保全が実施される確率は平均

値関数Λ(t) を持つ非定常ポアソン過程に従うと考えら

れ，次式として与えられる．

………（17）

……………（18）

したがって，1再生期間T中に発生する期待事後保全回

数は次式として求めることができる．

……（19）

修復にかかわる費用構造としては，1回の予防保全に

必要な大規模修復費用をcpとする．また，1回の事後保

全費用をcmとし，修復レベルに依存しないとする．これ

より，各再生期間における総期待保全費用は次式として

求められる．

………………………（20）

以上より，無限計画期間における単位期間あたりの総

期待保全費用は次式として求めることができる．

……………………………（21）

（1）最適予防保全時間T *について

単位期間あたりの総期待保全費用CII (T ) を最小にする

最適予防保全時間T *について考察する．最適予防保全時

間T*存在の必要条件として，次式を与えることができる．

…………………………（22）

……（23）

上式（22）の解の存在，およびそのユニーク性につい

て考える．式（22）の左辺をξ (T ) とおく．このとき，

明らかに次式が成立する．

………………………………（24）

また，

………………………………（25）

が成立すれば，有限な解T*が存在する．さらに，式（22）

を満足する最適予防保全時間T *を式（21）に代入するこ

とにより，最小化された単位期間あたりの総期待保全費

用CII (T
*) を次式として与えることができる．

……………………………（26）

（2）数値実験

ここでは，最適予防保全年齢T *を数値的に導出する．

934 土木学会論文集B2（海岸工学），Vol. 66，No.1，2010

図-5 予防保全年齢に対する総期待保全費用

図-6 現状回復モデル



本数値実験における施設破壊に至る基本設定として 2.

(2) と同じオランダ北西部 Den Helderの海岸防波堤のデ

ータ設定とする．予防保全費用 cpを単位費用，つまり

cp=1とする．また，事後保全費用cmを緊急対応および社

会的損失を表すペナルティを考慮し，単位保全費用に対

する重みδ を用いcm = δ cp とする．本数値実験において

はδ =13とし，前章の数値例におけるケース2の費用設定

とほぼ同じ状況とする．図-7では，第1種波浪襲来間隔

の変化λ =1,2,3に対する単位期間あたりの総期待保全費

用を表している．第1種波浪襲来の期待襲来時間間隔の

減少（λ の増加）対し，最適予防保全時間T*は短くなる．

これは，施設耐力減少に伴う施設破壊確率の増加がもた

らす現象であり，先と同様直感的にも理解しやすい．

5. 現状回復回数制限モデル

先の現状回復モデルにおいて，予防保全実施までの事

後保全回数は無制限であった．しかし，頻繁な事後保全

は総保全費用の増加を招く恐れがある．そこで，1再生

期間における事後保全回数に上限 kを設定し，上限数に

達した場合，新設時と同様な状態にまで修復するモデル

を提案する．これより，本モデルでは事後保全回数上限

kに達する場合，もしくは上限到達以前に予防保全時間T

のいずれか早い事象発生時点が再生点となる．

はじめに，1再生期間における期待事後保全回数W (k,

T ) は次式として求められる．

…………（27）

つぎに，期待1再生期間長は次式として求められる．

…（28）

ここで，確率変数Yj ( j =1,2,…) は j回目の事後保全時

間を表し，その分布関数がHj ( )である．つまり，

………………（29）

以上より，無限計画期間における単位期間あたりの総

期待保全費用は次式として求められる．

……………………（30）

（1）最適事後保全上限回数k*について

式（30）を最小とする最適事後保全回数の上限k*につ

いて考察する．有限な予防保全時間T > T *に対し，有限

な最適上限回数k*が存在する場合，次式を満たす．

………（31）

ここで，関数U (k, T ) は次式として与えられる．

……（32）

また，T > T *に対し，最適上限回数はn* →∞である．つ

まり，時間による予防保全が費用最小化の意味において

最適である．さらに，T *=∞の場合，最適上限回数はn*

→∞である．

6. まとめ

本研究では消波施設の耐力，および異常波浪などによ

りもたらされる外的負荷の2変量により施設破壊が決定

される確率過程のもと，3種類の施設保全モデルの提案

を行った．さらに，各モデルにおける最適保全時期に関

する解析的議論を行った．また，数値例より適切な保全

時期の設定が総期待保全費用削減に有効な手段となりえ

ることを示し，施設の暴露環境が最適な保全時期に大き

な影響を与えることも判明した．
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